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要約 

日本では、「脱炭素は世界の潮流であり、日本も遅れてはならない」という説明が政策の前提になっている。本稿は、

2026 年 7 月までに確認できる選挙、世論調査、政府方針、エネルギー消費動向、金融機関と企業の行動を基に、こ

の説明が現実に合っているかを検討する。結論を先に述べれば、世界は脱炭素へ一方向に進んでいない。多くの国

が実際に優先しているのは、安定供給、エネルギー価格、産業競争力、安全保障である。 

英国では、ネットゼロ政策の廃止を掲げる改革 UK が 2026 年 7 月の世論調査で 24％となり、保守党と労働党の 19％

を上回った。保守党のケミ・バーデノック党首も、2050 年ネットゼロ目標は実現できないとして批判を強めている。ドイ

ツでは、気候法や石炭火力の廃止に反対する「ドイツのための選択肢」（AfD）が、2025 年の総選挙で第 2 党となり、

2026 年の世論調査ではキリスト教民主・社会同盟（CDU・CSU）と首位を争っている。フランスでも、EU の脱炭素規制

に批判的な国民連合（RN）が国民議会の大きな勢力となり、2027 年大統領選挙の世論調査ではマリーヌ・ルペン氏が

第 1 回投票で 36％の支持を得ている。もちろん、これらの政党が支持を伸ばした理由は脱炭素政策だけではない。

移民、生活費、治安、防衛、EU への不満なども大きい。そのうえで、電気料金や規制の負担、製造業の不振をもたら

した脱炭素政策が、既成政党への不満を強める争点の一つになっている。[5][9][10][11] 

米国の政策転換は、トランプ大統領だけの考えではなく、共和党の総意によるものだ。共和党は 2024 年の党綱領で、

石油、天然ガス、石炭、原子力を活用する「エネルギー・ドミナンス」を掲げた。マルコ・ルビオ国務長官、J・D・バンス副

大統領、クリス・ライト・エネルギー長官、リー・ゼルディン環境保護庁長官も、ネットゼロ政策やグリーン・ニューディー

ルを厳しく批判している。一方、民主党内でも、気候政策を前面に出すことで労働者層との距離が広がったという反省

が出ている。気候問題について語らなくなる「クライメート・ハッシング」も広がり、ガザ戦争や物価、AI など別の問題へ

関心が移っている。[2][12][14][20] 

世界の石炭消費は増え続けている。中国は太陽光と風力を増やしているが、同時に石炭、原子力、天然ガス、水力も

増やしている。再生可能エネルギーだけに移る政策ではない。インドは石炭消費を 2050 年まで増やす見通しを示し、

東南アジアでも発電用石炭への依存が続いている。ホルムズ海峡をめぐる危機で LNG 供給が滞ると、南アジアと東

南アジアでは石炭利用が増えた。世界の石炭消費量は 2008 年の約 60 億トンから 2025 年には約 90 億トンへ増えて

おり、長期的な減少には転じていない。[22][23][24][25] 

金融機関の国際的なネットゼロ・アライアンスも相次いで縮小・解散した。保険、資産運用、銀行の各分野で、大手金

融機関が離脱し、共通目標や報告義務が弱められた。ネットゼロ目標を掲げてきた企業もそれと乖離した行動をして

いる。BP、シェル、エクイノールなどの石油・ガス大手は再生可能エネルギーへの投資計画を縮小し、石油・ガス事業

を再び重視している。AI 向けデータセンターの建設が急増したため、マイクロソフト、アマゾン、グーグルの排出量は大

幅に増加している。RE100 加盟企業が日本で実際に調達した再生可能エネルギー電力は、日本の総電力需要の約

1.8％に過ぎない。[26][28][29][33][35][36][41][42] 

脱炭素目標や再生可能エネルギー目標は今なお多くの主体によって掲げられている。しかし宣言と、実際の政策・投

資・燃料消費の動向は乖離している。日本の脱炭素政策を正当化する理由として「世界の潮流」であるという説明がな

されてきたが、これは妥当ではない。日本は、原子力と化石燃料を活用し、エネルギーを安定的かつ安価に供給する

ことを政策の中心に据え直すべきである。 
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1．問題の所在――「世界の潮流」を実態で確かめる 

「脱炭素は世界の潮流である」。日本では、この言葉が脱炭素政策を進める根拠として繰り返し使われてき

た。世界中が 2050 年の二酸化炭素排出実質ゼロへ向かっており、日本も同じ政策を取らなければ投資と

産業を失う、という説明である。そのもとで、再生可能エネルギーの大量導入、排出量取引制度、GX 経済

移行債、建築物のエネルギー規制などの制度が強化され、水素・アンモニア、二酸化炭素回収・貯留

（CCS）、電気自動車などの技術が推進されている。 

しかし、国際会議の宣言や 2050 年目標だけを見て、世界が実際に脱炭素へ向かっていると判断すべきで

はない。例えば、ネットゼロを掲げながら石炭火力を建設し、油田を開発し、排出量を増やしているのであ

れば、実態は宣言から乖離していることになる。[1] 

本稿は、2026 年 7 月までの動きを整理する。まず英国、ドイツ、フランスの選挙と世論調査を確認し、続い

て米国の共和党と民主党の動向、次いで、中国、インド、東南アジアのエネルギー政策を取り上げる。さら

に、金融機関の国際的なネットゼロ・アライアンス、石油大手、IT 大手、RE100 参加企業などの実態を検討

し、最後に日本の政策への含意を論じる。 

2．英独仏で強まる脱炭素政策への反発 

2.1 支持率と議席の全体像 

英国、ドイツ、フランスでは、脱炭素政策に批判的な政党が高い支持を得ている。英国の改革 UK は世論

調査で第 1 位となり、ドイツの AfD は与党各党を上回る調査が多い。フランスの国民連合(RN)も議会の大

きな勢力となり、次期大統領選挙の世論調査で先行している。これに対し、与党である英国の労働党、ドイ

ツの連立与党、フランスの中道与党はいずれも苦戦している。 

むろん、各国の右派政党が支持を伸ばした理由を、脱炭素政策だけで説明するのは正確ではない。移民、

生活費、治安、防衛、ウクライナ戦争、EU への不満、既成政党への不信など、多くの要因が重なっている。

そのうえで、電気料金の上昇、製造業の不振、生活や企業活動への規制が、脱炭素を推進する既成政党

への不満を強める争点の一つになっている。 

国 直近の主要数字 議席・選挙実績 脱炭素政策への立場 

英国 
政党支持率：改革 UK 24％、保

守党 19％、労働党 19％（2026

年 7 月） 

2024 年総選挙：労働党 411、

保守党 121、改革 UK 5。改革

UK の得票率は 14.3％ 

改革 UK はネットゼロ政策の廃止を主

張。保守党も 2050 年目標を批判 

ドイツ 
政党支持率：AfD 26～29％、

CDU・CSU 20～23％、SPD 11～

13％（2026 年 7 月の各社調査） 

2025 年総選挙：CDU・CSU 

208、AfD 152、SPD 120、緑の

党 85 

AfD は気候法、石炭火力の廃止、エ

ネルギー規制に反対 

フランス 
予想得票率：ルペン 36％、他候

補は最大 19％（2027 年大統領

選挙の第 1 回投票を想定） 

2024 年国民議会選挙：RN を

中心とする勢力 142。過半数

は 289 

RN は原子力とエネルギー自給を重

視し、EU の脱炭素規制に批判的 

 

出所：YouGov（2026 年 7 月 14 日）[5]、英国下院図書館[6]、Wahlrecht.de[9]、ドイツ連邦選挙管理官[10]、Reuters（2026 年 7 月 9 日）[11]

を基に作成。 
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2.2 英国――改革 UK だけでなく保守党もネットゼロから離れた 

2024 年総選挙では、労働党が得票率 33.7％で 411 議席を獲得した。改革 UK は 14.3％を得たが、小選挙

区制のため 5 議席にとどまった。その後、労働党の支持率は下がった。YouGov が 2026 年 7 月 12～13 日

に行った調査では、改革 UK が 24％で第 1 位、保守党と労働党がともに 19％、緑の党 15％、自由民主党

13％だった。改革 UK の支持率は、2024 年総選挙の得票率を約 10 ポイント上回る。[5][6] 

改革 UK は、ネットゼロ政策を廃止して光熱費を下げると主張している。加えて、保守党も従来のネットゼロ

推進という合意から離れた。ケミ・バーデノック党首は 2025 年 3 月、2050 年ネットゼロ目標は「実現できな

い」「廃止すべき」と明言した。実現するには生活水準を大きく下げるか、国の財政を損なうほどの負担が

必要になると論じた。英国の排出量は世界全体の約 1％にすぎず、他国が同じ政策を取らないまま英国だ

けが負担を引き受けても効果は小さい、というのが同氏の主張である。[7] 

バーデノック氏はその後も批判を強めている。高い電気料金の背景として、太陽光・風力と予備電源をとも

に整備する費用、送電網の増強費用、電気料金に上乗せされる環境政策の費用を挙げた。また、太陽光

パネル、風力設備、蓄電池の供給を中国に頼ることは、エネルギー安全保障を弱めると指摘した。英国で

は、改革 UK だけでなく保守党も、2050 年ネットゼロ目標をそのまま維持する立場から離れている。[7][8] 

2.3 ドイツ――AfD は世論調査で第 1 位 

ドイツでは、2025 年 2 月の連邦議会選挙で AfD が得票率 20.8％、152 議席を獲得し、第 2 党となった。前

回選挙から得票率をほぼ倍増させた。CDU・CSU は 28.5％、208 議席で第 1 党となり、SPD と連立政権を

つくったが、その後は支持率を落としている。[10] 

2026 年 7 月の世論調査では、AfD の支持率は Forsa で 26％、INSA で 29％、Infratest dimap で 27％だっ

た。CDU・CSU は 20～23％、SPD は 11～13％である。2025 年の選挙結果と比べると、AfD は 5～8 ポイン

ト上がり、CDU・CSU は 5～8 ポイント下がった。連立与党の合計は AfD を上回るが、一つの政党として見

ると AfD が最も高い支持率を得ている。[9] 

AfD への支持には移民やウクライナ政策も大きく影響しているが、エネルギー政策も重要な争点である。

AfD は原子力発電所の再稼働、石炭火力の維持、EU 排出量取引制度とドイツ気候法の見直しを主張し、

高いエネルギー価格が製造業を弱らせていると批判している。化学、鉄鋼、自動車などの不振が続くなか、

脱炭素と脱原子力を同時に進めたエネルギー政策への不満が、AfD への支持を強める一因になっている。

[4] 

2.4 フランス――国民連合は政権をうかがう勢力に 

フランスでは、2024 年の国民議会選挙で国民連合（RN）を中心とする勢力が、第 1 回投票で 33.2％を得た。

決選投票では左派と中道が候補者を一本化したため過半数には届かなかったが、142 議席を獲得した。 

2027 年大統領選挙を想定した 2026 年 7 月の Ifop 調査では、マリーヌ・ルペン氏の支持率は第 1 回投票

で 36％、ほかの候補は最大でも 19％だった。別の調査も、決選投票でルペン氏が勝つ可能性を示してい

る。立候補資格をめぐる裁判の影響は残るが、RN が政権をうかがう勢力になったことは間違いない。[11] 

RN は原子力をエネルギー自給の柱とする一方で、風力発電の拡大や、内燃機関自動車への規制、そして

EU の環境規制に批判的である。フランスの電力は原子力の比率が高く、もともと二酸化炭素排出量が少
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ない。追加の再生可能エネルギー投資や規制で国民負担を増やすことへの反発は、移民や生活費の問題

とともに、RN への支持を支える争点の一つになっている。 

3．米国の政策転換はトランプ個人のものではない 

3.1 共和党の公式方針となったエネルギー・ドミナンス 

米国の政策転換は、トランプ大統領だけの考えではなく、共和党の総意である。2024 年の共和党綱領は、

石油、天然ガス、石炭に対する規制を撤廃し、国内のエネルギー生産を増やすと明記した。目標として掲

げたのは、米国が自国の需要を満たすだけでなく、豊富なエネルギーを経済、外交、安全保障の力にする

「エネルギー・ドミナンス」である。これは大統領個人の発言ではなく、党の正式な方針である。[2][12] 

人物・組織 立場・発言 意味 

共和党 
2024 年綱領で石油・天然ガス・石炭の増産、規制撤廃、エネルギ

ー・ドミナンスを明記 
脱炭素政策への反対は党の

正式な方針 

マルコ・ルビオ 
上院議員時代から「愚かなグリーン・ニューディール」と批判し、

石油・天然ガス開発を主張 
将来の大統領候補とされる有

力者も同じ立場 

J・D・バンス 
欧州の脱炭素政策と高いエネルギー価格を批判。脱炭素のため

に燃料消費や生産活動を否定的に見る考え方に反論 
成長、製造業、安全保障を気

候目標より重視 

クリス・ライト 
ネットゼロを「邪悪な目標」と呼び、人々の暮らしに「甚大な悪影

響」を及ぼすと批判。IEA にも方針転換を要求 
エネルギー省がネットゼロ政策

に明確に反対 

リー・ゼルディン 
EPA で 30 件を超える規制の見直しを開始し、二酸化炭素規制

の根拠となる危険性認定の撤回を推進 
ＣＯ２規制の法的な根拠を見

直す 

 

出所：共和党綱領[12]、杉山（2025）[2]、米国 EPA[13]、Reuters[14]、米国政府資料[15]を基に作成。引用は筆者訳。 

3.2 ルビオ、バンス、ライト、ゼルディン 

ルビオ国務長官は上院議員時代、Fox News のインタビューでグリーン・ニューディールを「愚かなグリー

ン・ニューディール」と呼び、関連する規制を撤廃して石油と天然ガスの生産を増やすべきだと述べた。[2] 

バンス副大統領も、欧州の脱炭素政策を繰り返し批判している。2025 年 4 月のインドでの演説では、燃料

を使い、物を生産し、生活を豊かにすることを環境破壊と同一視する西側の考え方に反論した。2026 年に

は、欧州が脱炭素政策を重視したためにエネルギー危機の打撃を強く受けたと述べ、安定供給を優先する

ハンガリーの政策を評価した。バンス氏の主張は、エネルギー消費を抑えることよりも、安い電力、製造業、

生活水準を重視する点で一貫している。[15][16] 

クリス・ライト・エネルギー長官は、2050 年ネットゼロを「邪悪な目標（sinister goal）」と呼び、その追求は

「人々の暮らしに甚大な悪影響（terrible human impacts）」を及ぼすと批判した。2026 年 2 月には国際エネ

ルギー機関（IEA）に対し、ネットゼロを中心とする方針を 1 年以内に改めなければ、米国が脱退する可能

性があると伝えた。リー・ゼルディン環境保護庁長官も、発電所、自動車、石油・ガスに関する二酸化炭素

規制を一斉に見直し、規制の法的な根拠となってきた 2009 年の危険性認定の撤回を進めている。

[3][13][14] 

このように、米国の政策転換はトランプ政権の一時的な気まぐれなどではなく、共和党の総意である。共和

党綱領、将来の大統領候補とされる有力者、エネルギー省、環境保護庁、議会共和党の方針はすべて、ネ
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ットゼロの否定でありエネルギードミナンスの確立である。仮に民主党が大統領や議会を取り戻しても、共

和党全体が脱炭素政策に反対している以上、米国が近い将来にネットゼロへ再び舵を切れるとは考えにく

い。 

4．民主党でも気候政策を前面に出す戦略への反省 

4.1 労働者層を失った民主党 

米国が脱炭素へ向かっていない理由は、共和党の方針だけではない。民主党内でも、気候政策を前面に

出すことで労働者層との距離が広がったのではないか、という反省が出ている。この問題についてのベスト

セラーが、ジョン・B・ジュディスとルイ・テイシェイラの『アメリカ民主党 失敗の本質』である。原著は 2023

年、日本語版は 2026 年に刊行された。[17][18] 

両著者は 2002 年の著書で、専門職、女性、人種・民族的少数派の増加に加え、民主党が労働者層から十

分な支持を保てば、安定した多数派をつくれると予測した。しかし、その前提だった労働者層の支持が崩れ

た。2010 年の中間選挙では民主党が下院で 63 議席を失い、白人労働者層における共和党との差は 23

ポイントに広がった。2016 年には、製造業が衰退した中西部でヒラリー・クリントン氏が支持を失い、トラン

プ氏の勝利を許した。著者たちは、自らの予測が外れた理由を、人口構成の変化だけに頼り、労働者階級

に地域で起きた変化を軽く見たことに求めている。[18] 

同書によれば、民主党は大都市の大卒専門職、大学、財団、非営利団体、ウォール街の献金者に近い政

党へ変わった。その一方で、小都市、製造業地域、資源産業、非大卒の労働者から離れていった。自由貿

易、移民、犯罪、人種、ジェンダーをめぐる主張に加え、気候政策もこの距離を広げた争点の一つだった。

CO2 についての規制や化石燃料利用の縮小が、工場や鉱山の雇用や、ガソリン代、電気代に直結すると

受け止められたからである。テイシェイラ氏も、民主党が気候問題にこだわりすぎれば、エネルギー価格の

上昇を心配する労働者の不信を招くと説明している。[17][19] 

もちろん、民主党の支持低下の理由は脱炭素政策だけではない。自由貿易による製造業の衰退、移民、

治安、文化的な対立、地域間の格差などが重なっている。その中にあって、気候政策は、エネルギー価格

を上げ、雇用を失わせ、生活様式を規制するものとして、労働者層の離反を強める一因になった。 

4.2 「クライメート・ハッシング」と優先順位の変化 

民主党の政治家が気候問題について語らなくなる現象は、「クライメート・ハッシング」と呼ばれている。

2026 年 1 月には民主党のシェルドン・ホワイトハウス上院議員が、気候問題を語らなくなった同僚議員を

指してこの言葉を使った。Inside Climate News は、連邦議会議員の広報資料で「気候変動」への言及が

2022 年以降減ったことを指摘した。環境運動の内部では、この原因をめぐる議論が続いていた。[20] 

トレンバス氏は、これを単なる広報戦略の変更ではなく、政治と経済の条件が変わった結果として説明した。

2010 年代は、低金利、比較的安いエネルギー、伸びない電力需要を前提に、気候政策への公的支出を増

やしやすかった。しかし、コロナ禍後の物価上昇と高金利、ウクライナ戦争、中東情勢、AI による電力需要

の急増によって、安定供給とエネルギー価格が優先されるようになった。 

進歩派の運動でも、関心は気候以外のアジェンダに移った。ガザ戦争後、若い活動家や団体の多くはパレ

スチナ問題を重視した。AI、住宅費、物価、移民なども大きな争点になった。トレンバス氏は、民主党が気
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候問題を口にしなくなったのは、言葉を選び直しただけではなく、気候政策を政治の中心に置く条件そのも

のが失われたからだと論じている。[20][21] 

共和党は脱炭素政策に正面から反対し、民主党は気候問題を以前ほど前面に出さなくなった。政策の違

いはなお大きいが、米国政治全体を見ると、バイデン政権時代のネットゼロを最優先の国策とする流れは

明らかに弱まった。 

5．アジアでは石炭と化石燃料の利用が増え続けている 

5.1 中国の主力は今も石炭 

中国は太陽光発電と風力発電を急速に増やしている。その数字だけを見て、中国が脱炭素を主導している

と説明されることがある。しかし、中国は再生可能エネルギーだけに移ろうとしているのではない。増え続け

る電力需要を満たし、製造業、AI、安全保障を支えるため、石炭、原子力、天然ガス、水力も同時に増やし

ている。再生可能エネルギーは大きく伸びてはいるが、中国のエネルギー政策全体では数ある供給源の

一つである。 

2025 年末の中国の発電設備は約 38.9 億 kW に達した。太陽光は約 12 億 kW、風力は約 6.4 億 kW へ増

えた一方、石炭を中心とする火力発電設備も前年比 6％増え、15 億 kW を超えた。National Center for 

Energy Analytics が国際エネルギー機関（IEA）などの資料を基にまとめた推計では、2025 年だけで約

8000 万 kW の石炭火力が運転を始めた。設備利用率の変動はあるものの、石炭火力の建設自体が続い

ていることは明らかである。[22][23] 

石炭火力は、中国の電力供給を支える主力であり、需要が急に増えたときや太陽光・風力の発電量が少

ないときの供給力でもある。太陽光パネル、蓄電池、鉄鋼、セメントなどの製造にも、大量で安価な石炭と

石炭火力による電気が使われる。太陽光・風力の設備容量が増えたという事実は、中国が石炭から離れ

ていることを意味しない。 

5.2 インドと東南アジア――ホルムズ危機で石炭利用が拡大 

インド政府系シンクタンクの NITI Aayog が 2026 年に公表した見通しでは、現行政策が続く場合、石炭消費

量は現在の約 12.6 億トンから 2050 年に約 26.2 億トンへ増える。石炭火力の設備容量も、現在の約 2.12

億 kW から 2034～35 年に 3.07 億 kW へ増える計画である。インドは 2070 年のネットゼロ目標を掲げてい

るが、少なくとも今後 25 年のエネルギー供給では石炭を増やす方針である。[24] 

2026 年にホルムズ海峡をめぐる危機が起き、中東からの液化天然ガス（LNG）供給が滞ると、アジアのス

ポット LNG 価格は急騰した。インド政府は事業者に対し石炭火力の稼働を増やすよう求めた。バングラデ

シュ、パキスタン、フィリピン、ベトナム、タイなどでも、価格が高く供給も不安定になった LNG の代わりに、

石炭火力の稼働や石炭調達を増やす動きが広がった。韓国や日本でも、石炭火力や原子力を含め、LNG

以外の供給力を確保する必要性が改めて意識された。[25] 

危機がきっかけになったとはいえ、石炭利用の増加は一時的なものではない。ベトナムの石炭消費量は過

去 20 年で約 7.5 倍になり、マレーシア、インドネシア、フィリピンでも 2 倍から 3 倍以上に増えた。人口、所

得、工業生産、電力需要が伸びる国々では、調達しやすく備蓄もできる石炭が引き続き重要な燃料になっ

ている。[22][25] 
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5.3 世界の石炭消費は長期的に増えている 

指標 数値 含意 

世界の石炭消費量 
2008 年：約 60 億トン強 → 2025 年：約

90 億トン 
約 5 割増え、減少に転じていない 

中国で運転を始めた石炭火

力 
2025 年：約 8000 万 kW 石炭火力の建設が今も大規模に続く 

インドの石炭消費量 
現在約 12.6 億トン → 2050 年約 26.2 億

トン（現行政策） 
今後 25 年で約 2 倍 

2025 年の石炭海上輸入量 
中国約 5.5 億トン、インド約 2.4 億トン、

ASEAN 約 1.8 億トン 
アジアが世界の石炭貿易の中心 

東南アジアの石炭消費量 
20 年間でベトナムは約 7.5 倍、複数国

で 2～3 倍以上 
経済成長と電力需要が石炭消費量を

押し上げる 

 

出所：National Center for Energy Analytics（2026）[22]、Reuters（2026）[24][25]を基に作成。石炭消費量の長期比較は、同資料が IEA「Coal 

2025」などを基に整理した値。 

世界の石炭消費量は、2008 年の約 60 億トン強から 2025 年には約 90 億トンへ増えた。欧米で重工業が

縮小する一方、生産の多くは石炭火力への依存が大きいアジアへ移った。先進国の国内排出量が減って

も、輸入品をつくるための排出量が国外で増えている。電力に加え、鉄鋼、セメント、肥料などの生産を支

えている石炭は、今後も世界経済を支える主要な燃料である。[22] 

6．金融機関のネットゼロ・アライアンスは相次いで縮小・解散した 

2021 年の国連気候変動枠組条約第 26 回締約国会議（COP26）では、マーク・カーニー氏らが GFANZ

（Glasgow Financial Alliance for Net Zero）を立ち上げた。GFANZ は、銀行、保険会社、資産運用会社など、

業種ごとのネットゼロ・アライアンスをまとめる枠組みだった。加盟する金融機関が融資、投資、保険引受を

通じて企業に排出削減を求めれば、世界の資金が一斉にネットゼロへ向かう、と期待された。 

ところがこの動きは大きく後退した。銀行分野に加え、保険、資産運用、株主としての共同活動、会計・格付

けなどの金融サービスなど、あらゆるネット・ゼロアライアンスの活動が後退した。下の表は、その経過を時

系列で整理したものである。まず保険会社のアライアンスが解散し、次に米国の大手資産運用会社が共同

活動から離れた。続いて資産運用会社のネットゼロ・アライアンスが活動を停止し、最後に銀行のアライア

ンスも活動を終えた。 

ネットゼロ推進の組織 主な動き 何が変わったか 

NZIA（保険） 
大手保険会社の離脱が続き、2024 年 4 月に従来の会

員組織を終了。新しい協議の場に移行 
加盟会社に共通の目標や報告

を求める仕組みがなくなった 

Climate Action 100+ 
2024 年に JP モルガン、ステート・ストリート、PIMCO、イ

ンベスコが離脱。ブラックロックも参加を縮小 
大手投資家が企業へ共同で働

きかける体制が弱まった 

NZAM（資産運用） 
ブラックロックの離脱後、2025 年 1 月に活動と報告を停

止 
325 社超、57.5 兆ドル規模とされ

た枠組みが機能を停止 

NZBA（銀行） 
米国、カナダ、欧州、日本の大手銀行が相次いで離脱

し、2025 年 10 月に活動を終了 
銀行業界の共通目標と会員制

度がなくなった 
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ネットゼロ推進の組織 主な動き 何が変わったか 

金融サービス提供者の枠

組み 
会計、格付け、取引所などが参加した GFANZ の構成組

織も 2026 年までに活動を終了・再編 

ネットゼロへの対応を業界共通

の条件にする仕組みがさらに縮

小 

 

出所：Reuters／Malay Mail[26]、Reuters[27][28][29]、藤枝一也（2026）[30]を基に作成。NZAM の社数と資産額は活動停止時の Reuters 報

道。 

背景には、法的なリスクとエネルギー情勢の緊迫化がある。米国の議会や州当局は、競合する金融機関

が足並みをそろえて化石燃料企業への融資や投資を制限すれば、独占禁止法に触れる可能性があると

追及した。金融機関の側にも、顧客の利益より気候目標を優先したと受け取られれば、受託者責任を問わ

れるおそれがあった。さらに、エネルギー価格の上昇と安全保障上の不安から、石油・ガス・石炭への資金

供給を一律に減らすことが難しくなった。[26][27][28][29] 

GFANZ の名称と事務局は残っているが、2021 年当時と同じ組織ではない。もともとの強みは、業種ごとの

アライアンスを束ね、共通の目標、移行計画、進捗報告を加盟条件として広げることにあった。その中心だ

った保険、資産運用、銀行のアライアンスが解散または活動停止したため、GFANZ は金融機関に共通の

行動を求める枠組みから、移行金融の情報提供や個別の協力を支える場へ変わった。各社が独自の気候

目標を持つことはできるが、世界の金融機関が同じ条件で企業に脱炭素を迫る体制は失われた。 

関連する動きとして、金融サービス提供者の組織だけでなく、企業の排出削減目標を認定する SBTi でも

離脱が起きた。また世界銀行も融資の 45％を気候関連に振り向ける目標を撤回した。[30][31][32] 

7．企業の投資は脱炭素目標どおりには動いていない 

7.1 石油大手は石油・ガス事業を再び重視 

BP とシェルは再生可能エネルギーへの投資を縮小している。欧州の石油大手は、2020 年前後に低炭素

企業への転換を競って打ち出したが、収益性、株価、エネルギー安全保障を重視し、石油・ガス事業へ資

金を戻している。各社は 2050 年ネットゼロなどの長期目標を残しているが、実際の投資計画は数年前より

も化石燃料を重視する内容に変わった。 

企業 再生可能エネルギーなどの縮小 石油・ガス事業の強化 

BP 
低炭素事業への年間投資を 15 億～20 億ドルへ縮小。

2026 年にはベンチャー投資先の売却も開始 
石油・ガスへの年間投資を約 100 億

ドルに増やす方針 

シェル 
風力・太陽光の直接保有を減らし、2026 年 7 月にインド

の再生可能エネルギー会社 Sprng Energy を 18 億ドル

で売却 

LNG、石油・ガス開発、取引など収益

性の高い事業を重視 

エクイノール 
2030 年の再生可能エネルギー設備目標を 1200 万～

1600 万 kW から 1000 万～1200 万 kW へ下方修正。

2025～27 年の投資を半減 

2030 年の石油・ガス生産目標を日量

220 万石油換算バレルに引き上げ 

 

出所：Reuters（BP、2025・2026 年）[33][34]、Reuters（シェル、2026 年）[35]、Reuters（エクイノール、2025 年）[36]を基に作成。 

BP は 2020 年、石油・ガス生産を 2030 年までに 40％減らすと発表し、石油会社から再生可能エネルギー

企業へ転換する象徴とみられた。しかし、収益性と株価が低迷すると目標を緩め、2025 年 2 月には石油・

ガスへの年間投資を約 100 億ドルに増やす方針を示した。2026 年には、ベンチャー投資部門が保有する
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10 社超の株式を売却する手続きも始めた。シェルも、風力・太陽光発電所の直接保有を減らし、石油との

ガスの開発と取引を重視している。2026 年 7 月には、インドの再生可能エネルギー会社 Sprng Energy を

18 億ドルで売却すると発表した。[33][34][35] 

エクイノールも 2025 年 2 月、2030 年の再生可能エネルギー設備目標を下方修正し、2025～27 年の関連

投資を従来計画の 100 億ドルから 50 億ドルへ半減させた。同時に、2030 年の石油・ガス生産目標を日量

220 万石油換算バレルに引き上げた。業界誌 Oil & Gas Journal は、欧米の主要 6 社が再生可能エネルギ

ーへの投資を縮小し、石油・ガスを重視する方向に動いたと整理している。[36][37] 

7.2 AI 投資で増える IT 大手の排出量 

マイクロソフト、アマゾン、グーグルは、再生可能エネルギーの調達とネットゼロ目標を企業として掲げてき

た。しかし、生成 AI 向けのデータセンター、半導体、サーバー、送電・冷却設備への投資が急増し、電力消

費とそれに伴う CO2 排出量が増えている。2025 年の 3 社の温室効果ガス排出量は合計約 1 億 1900 万ト

ンに達し、前年より約 18％増えた。[41] 

企業 2025 年の主な数字 会社の説明・背景 

マイクロソフト 
総排出量は 1669 万トンから 2112 万トンへ増加

（約 27％増） 
データセンター建設、半導体、サーバー、購

入電力が増加 

アマゾン 総排出量は約 8085 万トン（前年比 16％増） 
設備投資と供給網からの排出が増加。供給

網が全体の 3 分の 2 超 

グーグル 
会社の目標管理に用いる総排出量は前年比

18％増。電力使用量は 37％増 
再生可能エネルギー調達などにより、事業

所・データセンターの排出量は 2％減と報告 

 

出所：Microsoft「2026 Environmental Sustainability Report Data Fact Sheet」表 1A[38]、Amazon「2025 Sustainability Report」[39]、Google

「2026 Environmental Report」[40]、The Guardian[41]。数値は各社の報告範囲が異なるため、企業間の単純比較には注意が必要。 

マイクロソフトの資料では、GHG プロトコルに基づく総排出量が 2024 年度の 1669 万トンから 2025 年度の

2112 万トンへ増えた。増加率は約 27％である。アマゾンは 2025 年の総排出量が約 8085 万トンとなり、前

年より 16％増えた。グーグルも、会社が目標管理に使う総排出量が 18％増えた。グーグルは再生可能エ

ネルギーの契約などによって事業所・データセンターの排出量を 2％減らしたと報告しているが、供給網を

含む総排出量は 18%増えている。[38][39][40] 

3 社はいずれも長期的な排出削減目標を維持している。それでも、現在の投資で優先されているのは、AI

サービスを拡大するための計算能力と電力の確保である。掲げている目標ではなく、実際の電力使用量と

総排出量を見ると、IT 大手が脱炭素へ進んでいるとはいえない。 

7.3 RE100 は日本の電力需要のごく一部 

RE100 は、企業が事業で使う電力を 100％再生可能エネルギーで調達すると約束する民間の取り組みで

ある。日本政府は参加企業の増加を「世界的な流れ」の例として紹介してきた。しかし、実際に調達した電

力量を日本全体と比べると、その規模はどの程度だろうか。 

2025 年度時点で、日本から参加する企業は 95 社だった。各社が日本国内で使う電力は年間 44TWh で、

そのうち再生可能エネルギーは 36％、約 15.8TWh である。日本全体の 2024 年度の電力需要は約
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861TWh なので、参加企業が使う電力は全体の 5.1％、実際に調達した再生可能エネルギー電力は 1.8％

にすぎない。RE100 は一部の企業による取り組みであって、日本の電力供給全体の方向性ではない。[42] 

項目 電力量 日本全体に占める割合 

日本の総需要電力量（2024 年度） 約 861TWh 100％ 

RE100 加盟企業の国内使用電力量 約 44TWh 約 5.1％ 

同企業の再エネ調達量 約 15.8TWh 約 1.8％ 

 

出所：尾瀬原清冽（2026）[42]。注：1.8％は二酸化炭素排出量の割合ではなく、日本の総電力需要に対する再生可能エネルギー調達電力

量の割合である。 

なお RE100 の「100％」は、年間に使った電力量と同量の再生可能エネルギー価値を、電力契約や証書な

どで確保するという考え方である。実際には、電力を使う時刻と、太陽光や風力が発電する時刻が常に一

致するわけではない。不足する時間帯の電力は、火力をはじめ、原子力、水力などを含む電力系統全体が

供給する。。 

8．なぜ「世界の潮流」という説明が残るのか 

ここまで見たように、世界の政策や投資の動向、および燃料消費の実態は、脱炭素へと一方向に動くもの

ではない。それでも、日本の政府資料や報道では、「脱炭素は世界の潮流」という説明が使われ続けてい

る。それは、脱炭素政策を正当化するためである。 

そこでは、宣言と実態の乖離が無視されている。国で言えば、パリ協定に参加し、2050 年ネットゼロを宣言

し、太陽光や風力の設備を増やした国は、脱炭素へ向かっていると分類される。実態をみるとその国が石

炭火力を建設し、石油・ガスの生産を増やしていても、これが割愛されてしまう。 

脱炭素政策は、多くの既得権益を生み出した。再生可能エネルギーや蓄電池、水素、アンモニア、CCS な

どの技術を推進する制度が作られた。政府は予算や縄張り、権限を獲得し、そこでの商機を得る事業者が

増えた。炭素クレジットや ESG 投資などの制度を巡っても、認証やコンサルティングなどの事業が出来た。

この既得権益を守り拡大するために「世界の潮流」という説明が使われている。 

9．結論 

2026 年の世界は、脱炭素という一つの方向へ進んでいない。英国、ドイツ、フランスでは、脱炭素政策に批

判的な政党が高い支持を得ている。米国では、エネルギー・ドミナンスが共和党の正式な方針となり、民主

党でも気候政策を前面に出す戦略への反省が出ている。中国とインドは、太陽光や風力だけではなく、石

炭、原子力、天然ガスを拡大している。ホルムズ海峡をめぐる危機によって、アジア各国は安定供給と価格

を優先し、石炭利用を増やしている。 

金融機関と企業の動きも脱炭素に向かってはいない。銀行に加えて、保険や資産運用のネットゼロ・アライ

アンスはことごとく縮小または停止した。エネルギー大手である BP、シェル、エクイノールなどは再生可能

エネルギー投資を縮小し、石油・ガス事業を重視している。ビッグ・テック企業であるマイクロソフト、アマゾ

ン、グーグルは AI 投資を急ぐなかで総 CO2 排出量を増加させている。RE100 参加企業が日本で実際に

調達した再生可能エネルギー電力は、日本の総電力需要の約 1.8％に過ぎない。 



 

13 

各国政府や企業はいまも脱炭素目標を掲げている。しかし、実際の政策と投資を決めているのは、安いエ

ネルギー、安定供給、産業競争力、安全保障である。 

日本政府は、脱炭素は世界の潮流であるとして、今後 10 年間で官民合わせて 150 兆円を超えるグリーン

トランスフォメーション（GX）投資を行うなど、2050 年 CO2 排出実質ゼロを目指す政策を強化し続けている。 

だが米国が豊富な石油、天然ガス、石炭、原子力を使って AI と製造業を支え、中国とインドが石炭利用を

増やすなか、日本だけが脱炭素政策を進めるとなると、エネルギー価格は高騰し、工場も投資も海外へ移

ることになる。これは経済と安全保障にとって重大な問題になる。 

日本は「世界の潮流」というフィクションに基づいた脱炭素推進を止めるべきである。そして、原子力と化石

燃料を柱とした、安定的で安価なエネルギー供給を実現することを政策の中心に据え直すべきである。 
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